部局長とＰＴの議論資料　

【事務事業】

	項目名
	家畜保健衛生所再編整備事業

	部局の考え方


	【PT見直し案】
１　考え方　：財政状況に鑑み、平成20年度は着工見送り

２　内　容　：既存施設（3施設）にて業務を継続
（既存施設は特段の改修経費を要しない状況）

３　留意事項：家畜保健衛生所側で整備し、府立大学と共用する予定であった焼却炉の代替機能の検討

【部局の方針】

実現に向け、平成21年度予算要求を行いたい。
　　平成19年度実績：実施設計費等　約1,800万円

　　平成21年度要求：建築工事費、土地購入費、備品費等　約10億
〈財源の考え方〉
平成21年度：国庫補助金　　　　　　　 3千万円
起債が認められれば約6億円
一般財源　　　　　約3億7千万円　　　　　を予定。
平成22年度以降は、別途財源補てんとして、
現有施設の土地売却費約3億5千万円
人員削減効果　　　　約7億円
合計　　　　　　約10億円を充当する見込み。
【理由】
１．近年、高病原性鳥インフルエンザが、東南アジア等で常在化、本年4月には韓国で発生が拡大し、我が国への侵入リスクが増大。

このため、家畜保健衛生所を府立大学獣医学科に隣接して整備し、ソフト・ハードの両面で連携を強化し、鳥インフルエンザの確定診断機能の付加を含めた充分な防疫体制の確立を図る必要がある。
2． 既存施設は老朽化しており、バイオハザード対応となっていない。
「事業見送り」は、万が一、鳥インフルエンザ等の発生に際して、職員への感染防止や周辺への二次感染防止が充分に担保できず、府民の健康にも影響を及ぼす事象への対応を遅延させる結果となり、その影響は甚大。

大学が設置する高度なバイオハザード施設を利用することにより、この課題
解決と、検査施設等の共用によるコストの削減が期待できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．鳥インフルエンザ等については、速やかな確定診断が重要、その遅延は風評被害や関連産業の経済的損失を拡大。国の認証あれば、迅速な確定診断が可能。

４．再編整備を行わない場合、家畜保健衛生所側で整備し、府立大学が利用する予定であった焼却炉の代替措置が必要。　


	参考データ等
	○国内鳥インフルエンザ発生状況：H16  山口県・大分県・京都府   
H17  茨城県・埼玉県（弱毒型）、H19　宮崎県・岡山県　

H19鳥インフルエンザ立入検査状況：府内全養鶏農家年3回、ウィルス・抗体検査 1,230羽
○国内BSE発生状況：35頭、府内死亡牛BSE検査頭数：H17：112頭　　　　H18：113頭　H19：96頭
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